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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間における世界経済は、英国のＥＵ離脱決定による欧州経済混乱の懸念、米国において平成

28年11月に行われる大統領選挙を控え、先行きが不透明な状況が継続しております。我が国経済においても、大幅な円

高基調の継続や中国経済減速などの影響により、一部弱さが見られる状況となりました。 

 当社グループを取り巻く環境については、当社が所属する社団法人日本電気制御機器工業会の出荷高が前年同期累計

で下回るなど、力強さに欠ける状況となっております。このような状況のなか、当社の業績は、前年同期に比して、円

高による為替のマイナス影響により減収減益となりました。売上高は、国内では防爆・防災関連機器製品、スイッチン

グ電源やプログラマブルコントーラが伸長した一方で、主力の制御用操作スイッチや制御用リレーの売上が減少した結

果、130億３千３百万円（前年同期比1.7％減）となりました。また、海外では、米国や中国において安全関連製品など

の売上が伸長した一方で、北米や中国を含むアジア・パシフィックにおいて、主力の制御用操作スイッチの売上が減少

した結果、72億２千４百万円（前年同期比14.0％減）となりました。 

 利益面におきましては、営業利益は、前年同期に比べ、主に円高による為替のマイナス影響により、６千４百万円減

益の15億２百万円（前年同期比4.1％減）となりました。経常利益は、前年同期に比べ、円高による為替影響による減

収と為替差損の計上などにより９千９百万円減益の14億１百万円（前年同期比6.6％減）となりました。 

 親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期に比べ、１億３千２百万円減益の８億９千１百万円（前年同期比

12.9％減）となりました。 

 なお、当第２四半期連結累計期間における対米ドルの平均レートは、105.26円（前年同期は121.88円で16.62円の円

高）となりました。 

 

（セグメント別の業績） 

【日本】 

 防爆・防災関連機器製品の売上が伸長したものの、機械受注の鈍化影響を受け、主力製品である制御機器製品群の

制御用操作スイッチや制御用周辺機器製品のスイッチング電源などの売上が減少した結果、売上高は、前年同期に比

べ、１億４千５百万円減収の139億６千３百万円（前年同期比1.0％減）となり、営業利益は、前年同期に比べ、８千

７百万円増益の８億５千６百万円（前年同期比11.3％増）となりました。 

 

【北米】 

 北米地域においては、堅調な米国経済を背景に、制御機器製品群の制御用操作スイッチや制御用リレー、制御装置

及びＦＡシステム製品群のプログラマブル表示器の売上が減少したものの、制御機器製品群の安全関連製品の売上が

伸長しました。しかしながら、大幅な円高基調の継続により、売上高は、前年同期に比べ、６億８百万円減収の25億

４百万円（前年同期比19.5％減）となり、営業利益は、前年同期に比べ、９千９百万円減益の１億５千９百万円（前

年同期比38.3％減）となりました。 

 

【欧州】 

 欧州地域においては、英国のＥＵ離脱決定による欧州経済混乱が懸念されたものの、緩やかな景気回復傾向が続き

ました。当社グループの売上高は、制御機器製品群の安全スイッチなどの製品群が伸長しましたが、前年同期に比し

て、為替のマイナス影響を受け、６千９百万円減収の３億７千万円（前年同期比15.9％減）となりました。その一方

で、営業利益は、セールスミックスによる影響で、前年同期に比べ、４千７百万円増益の６千１百万円（前年同期比

338.8％増）となりました。 

 

【アジア・パシフィック】 

 アジア・パシフィック地域においては、中国経済の減速がタイ、インドネシアなどのその他のアジア地域に影響を

及ぼしました。当社グループの売上高は、制御機器製品群の制御用リレーや制御用周辺機器の端子台が増加したもの

の主力製品である制御機器製品群の制御用操作スイッチが減少した結果、売上高は前年同期に比べ、５億８千万円減

収の34億１千８百万円（前年同期比14.5％減）となり、営業利益は、前年同期に比べ、１億４千３百万円減益の２億

９千６百万円（前年同期比32.6％減）となりました。 
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（製品種類別の売上高） 

【制御機器製品】 

 日本において、機械受注の鈍化影響により、制御用操作スイッチの売上が減少しました。また、北米地域やアジ

ア・パシフィック地域を中心とした海外地域においては、円高による大きな為替のマイナス影響を受け、制御用スイ

ッチの売上が減少したことに加え、制御用リレーの売上も減少しました。その結果、売上高は、前年同期に比べ、11

億４千１百万円減収の111億７千２百万円（前年同期比9.3％減）となりました。 

※ＨＭＩ（Ｈｕｍａｎ Ｍａｃｈｉｎｅ Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ：人と機械が触れ合う環境）の核となる盤面機器「制

御用操作スイッチ」、「表示灯」や、産業現場の安全を実現する「安全関連製品」のほか、「制御用リレー」、

「サーキットプロテクタ」、「センサ」のほかに、主として機械・装置に使用される「産業用ＬＥＤ関連製品」な

どの製品群です。 

 

【制御装置及びＦＡシステム製品】 

 日本においては、前年同期において好調であったバーコードリーダを中心とした自動認識機器などの売上が減少

し、北米地域においては、為替のマイナス影響によりプログラマブル表示器の売上が減少したものの、日本及び欧州

においてプログラマブルコントローラの売上が伸長しました。その結果、売上高は、前年同期に比べ、３百万円増収

の30億円（前年同期比0.1％増）となりました。 

※機械・装置の頭脳の役割をする「プログラマブルコントローラ」、新規事業として取り組んでいる「自動認識機

器」や、快適な機械・装置の操作環境を実現する「プログラマブル表示器」、「ペンダント」などの製品群です。 

 

【制御用周辺機器製品】 

 北米及びアジア・パシフィック地域においては、円高による為替のマイナス影響を受けたものの、通信ターミナル

や端子台を中心に堅調に推移しましたが、日本において、スイッチング電源の売上が減少した結果、売上高は、前年

同期に比べ、２億４千４百万円減収の24億１千６百万円（前年同期比9.2％減）となりました。 

※機械・装置などの制御部分の基礎として制御盤などに使用される機器「スイッチング電源」、「通信ターミナ

ル」、「端子台」、「ソケット」、「コントロールボックス」などの製品群です。 

 

【防爆・防災関連機器製品】 

 日本において、特に内圧防爆機器の売上が伸長したことにより、売上高は、前年同期に比べ１億１千万円増収の８

億７千万円（前年同期比14.6％増）となりました。 

※石油・化学プラントをはじめとした、爆発性のガスが存在する産業現場での事故を未然に防ぐ「本質安全防爆機

器」、「耐圧防爆機器」、「内圧防爆機器」、「安全増防爆機器」や「防災機器及び関連機器」などの製品群で

す。 

 

【その他の製品】 

 日本において、パワーコンディショナを初めとした太陽光発電用電力マネジメントシステム製品が堅調に推移した

一方で、その他の環境関連製品が減少した結果、売上高は、前年同期に比べ、１億３千２百万円減収の27億９千８百

万円（前年同期比4.5％減）となりました。 

※ＨＭＩ（Ｈｕｍａｎ Ｍａｃｈｉｎｅ Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ：人と機械が触れ合う環境）をトータルな視点から考

え、最適環境を提案・構築する融合型製品「ＨＭＩソリューション製品」、「セキュリティ製品」、再生可能エネ

ルギーの利用を促進する「産業用・家庭用太陽光発電用電力マネジメントシステム関連製品」や土壌・水質浄化に

も活用可能な「微細気泡発生装置（ＧＡＬＦ）」などの製品群です。 
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（２）財政状態に関する説明 

（資産、負債及び純資産の状況）

 当第２四半期連結会計期間末の総資産の額は、前連結会計年度末より４億１千１百万円減少し、489億１千７百万

円となりました。これは主に、有価証券が２億１千万円増加した一方で、現金及び預金が３億３千１百万円、たな卸

資産が３億３千６百万円減少したことによるものです。 

 負債の額は、前連結会計年度末より５億７千万円増加し、176億９千４百万円となりました。これは主に、未払金

が１億８千６百万円減少した一方で、仕入債務が７億４千１百万円増加したことによるものです。 

 純資産の額は、利益剰余金が３億４千７百万円増加した一方で、その他有価証券評価差額金が１億６千１百万円、

為替換算調整勘定が11億７千５百万円減少したことにより、前連結会計年度末より９億８千１百万円減少し、312億

２千２百万円となりました。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より３億３千１百万円減少し、

104億１千万円となりました。 

 なお、当第２四半期連結累計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりであ

ります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、18億２千５百万円の収入となりました。これは主に、未払又は未収消費税

等の増減が３億１千６百万円、法人税等を４億４千８百万円納付した一方で、税金等調整前四半期純利益を13億２千

８百万円計上し、仕入債務が13億４百万円増加したことによるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、10億５千３百万円の支出となりました。これは主に、子会社株式の売却に

より１億円の収入があった一方で、有形固定資産の取得により９億１千８百万円、有価証券の取得により３億１千５

百万円支出したことによるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、６億１千８百万円の支出となりました。これは主に、配当金の支払いによ

り５億４千２百万円、長期借入金の返済により８千３百万円を支出したことによるものです。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成29年３月期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）の業績予想について、昨今の大幅な円高基調の進行などを

踏まえ、平成28年５月12日付「平成28年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）」にて公表いたしました予想値を下記の

とおり修正いたします。

（単位：百万円） 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社に帰属す

る当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 
（円 銭） 

前回発表予想（Ａ） 43,700 3,500 3,500 2,200 72.74

今回修正予想（Ｂ) 41,000 3,200 3,100 2,050 67.76

増減額（Ｂ－Ａ） △2,700 △300 △400 △150 －

増減率（％） △6.2％ △8.6％ △11.4％ △6.8％ －

（ご参考） 

前期連結累計期間実績 
43,468 3,176 3,182 1,708 56.50

 

 なお、第３四半期以降の対米ドルの平均為替レートは、100.00円を想定しております。

 本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 なお、特定子会社の異動には該当しておりませんが、第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったＩＤＥ

Ｃエンジニアリングサービス株式会社は、株式を全て売却したことにより、連結の範囲から除外しております。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（税金費用の計算）

 連結子会社は、当第２四半期連結会計期間を含む当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

 従来、当社及び連結子会社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、定率法（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しておりましたが、

第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。 

 この変更は、会社を取り巻く経営環境の変化に対応して、平成28年度において国内外において大型設備投資を実

施することを契機として、設備の使用方法に照らした償却方法を再検討した結果であります。また、生産拠点の再

編等の施策とも相まって安定した生産量の確保が可能となり、今後国内外の生産設備の稼働が安定化するものと見

込まれます。有形固定資産について、従来の定率法から、使用期間にわたり平均的に費用配分する定額法に変更す

ることで、このような環境の変化を適正に製造原価に反映することができると判断しました。 

 これにより、従来の方法によった場合と比較して当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益はそれぞれ１億８百万円増加しております。 

 

（４）追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,742 10,410 

受取手形及び売掛金 7,077 6,878 

有価証券 901 1,112 

商品及び製品 4,355 3,826 

仕掛品 1,183 1,126 

原材料及び貯蔵品 2,033 2,283 

繰延税金資産 772 751 

その他 713 1,059 

貸倒引当金 △42 △39 

流動資産合計 27,738 27,409 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 8,321 8,143 

機械装置及び運搬具（純額） 1,131 1,049 

工具、器具及び備品（純額） 762 713 

土地 7,438 7,284 

リース資産（純額） 230 220 

建設仮勘定 265 870 

有形固定資産合計 18,151 18,282 

無形固定資産    

ソフトウエア 264 270 

リース資産 45 41 

のれん 358 324 

その他 102 84 

無形固定資産合計 771 721 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,479 1,279 

長期貸付金 470 455 

繰延税金資産 189 160 

その他 568 646 

貸倒引当金 △41 △37 

投資その他の資産合計 2,666 2,503 

固定資産合計 21,590 21,507 

資産合計 49,328 48,917 

 

- 6 -



 

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成28年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,065 4,578 

電子記録債務 1,276 1,504 

短期借入金 5,140 5,200 

1年内償還予定の社債 － 50 

1年内返済予定の長期借入金 166 124 

リース債務 93 95 

未払法人税等 396 325 

未払金 712 525 

未払費用 1,565 1,483 

前受金 981 1,358 

預り金 673 663 

製品保証引当金 220 146 

その他 390 243 

流動負債合計 15,682 16,299 

固定負債    

社債 50 － 

長期借入金 41 － 

リース債務 154 186 

繰延税金負債 23 22 

退職給付に係る負債 1,012 1,028 

役員退職慰労引当金 71 73 

資産除去債務 76 76 

長期未払金 6 2 

その他 3 3 

固定負債合計 1,441 1,395 

負債合計 17,124 17,694 

純資産の部    

株主資本    

資本金 10,056 10,056 

資本剰余金 9,723 9,724 

利益剰余金 18,146 18,493 

自己株式 △6,848 △6,838 

株主資本合計 31,077 31,435 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 461 300 

為替換算調整勘定 519 △656 

退職給付に係る調整累計額 △82 △80 

その他の包括利益累計額合計 898 △435 

新株予約権 21 23 

非支配株主持分 206 199 

純資産合計 32,204 31,222 

負債純資産合計 49,328 48,917 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 21,661 20,257 

売上原価 12,697 11,872 

売上総利益 8,964 8,384 

販売費及び一般管理費 7,398 6,882 

営業利益 1,566 1,502 

営業外収益    

受取利息 14 16 

受取配当金 11 12 

持分法による投資利益 42 39 

受取賃貸料 55 46 

その他 27 48 

営業外収益合計 150 163 

営業外費用    

支払利息 21 16 

為替差損 46 156 

減価償却費 40 35 

支払補償費 73 － 

その他 33 54 

営業外費用合計 215 263 

経常利益 1,501 1,401 

特別利益    

固定資産売却益 58 0 

新株予約権戻入益 － 1 

特別利益合計 58 2 

特別損失    

固定資産売却損 － 67 

固定資産廃棄損 2 0 

投資有価証券売却損 1 － 

子会社株式売却損 － 7 

特別損失合計 3 75 

税金等調整前四半期純利益 1,555 1,328 

法人税、住民税及び事業税 416 331 

法人税等調整額 102 93 

法人税等合計 518 424 

四半期純利益 1,037 903 

非支配株主に帰属する四半期純利益 13 11 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,023 891 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 1,037 903 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △68 △161 

為替換算調整勘定 △264 △1,191 

退職給付に係る調整額 2 1 

その他の包括利益合計 △330 △1,351 

四半期包括利益 706 △447 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 705 △442 

非支配株主に係る四半期包括利益 0 △4 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 1,555 1,328 

減価償却費 740 537 

のれん償却額 33 33 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △2 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 42 19 

受取利息及び受取配当金 △25 △28 

支払利息 21 16 

為替差損益（△は益） △41 △4 

持分法による投資損益（△は益） △42 △39 

子会社株式売却損益（△は益） － 7 

製品保証引当金の増減額（△は減少） － △73 

固定資産売却損益（△は益） △58 67 

固定資産廃棄損 2 0 

売上債権の増減額（△は増加） △96 △568 

たな卸資産の増減額（△は増加） 423 △75 

前受金の増減額（△は減少） 877 377 

未収入金の増減額（△は増加） 2 27 

仕入債務の増減額（△は減少） 326 1,304 

投資有価証券売却損益（△は益） 1 － 

未払金の増減額（△は減少） △253 △160 

未払費用の増減額（△は減少） 95 △11 

未払又は未収消費税等の増減額 19 △316 

預り金の増減額（△は減少） 8 △9 

長期未払金の増減額（△は減少） △68 △3 

その他 △79 △156 

小計 3,485 2,269 

利息及び配当金の受取額 25 29 

利息の支払額 △31 △25 

法人税等の支払額 △699 △448 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,779 1,825 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 △121 △315 

有価証券の売却による収入 121 － 

有形固定資産の取得による支出 △547 △918 

有形固定資産の売却による収入 164 97 

無形固定資産の取得による支出 △53 △13 

投資有価証券の取得による支出 △2 △3 

投資有価証券の売却による収入 5 － 

子会社株式の売却による収入 － 100 

長期貸付けによる支出 － △16 

長期貸付金の回収による収入 30 30 

その他 △62 △14 

投資活動によるキャッシュ・フロー △465 △1,053 
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    （単位：百万円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △710 60 

長期借入金の返済による支出 △99 △83 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

ストックオプションの行使による収入 2 9 

配当金の支払額 △602 △542 

非支配株主への配当金の支払額 △1 △1 

リース債務の返済による支出 △59 △60 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,471 △618 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △92 △424 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 750 △271 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △60 

現金及び現金同等物の期首残高 7,995 10,742 

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,746 10,410 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
合計 

  日本 北米 欧州 アジア・ 
パシフィック 

売上高          

外部顧客への売上高 14,108 3,112 440 3,999 21,661 

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 2,258 23 0 2,064 4,345 

計 16,367 3,135 440 6,063 26,007 

セグメント利益 769 258 14 439 1,482 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調

整に関する事項） 

（単位：百万円） 
 

利益 金額 

報告セグメント計 1,482 

セグメント間取引消去 84 

四半期連結損益計算書の営業利益 1,566 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
合計 

  日本 北米 欧州 
アジア・ 

パシフィック 

売上高          

外部顧客への売上高 13,963 2,504 370 3,418 20,257

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 1,975 24 0 1,781 3,782

計 15,939 2,529 370 5,200 24,040

セグメント利益 856 159 61 296 1,374

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調

整に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 1,374 

セグメント間取引消去 127 

四半期連結損益計算書の営業利益 1,502 
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４．補足情報

（１）連結業績概要

①第２四半期連結累計期間

（単位：百万円、％） 

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第２四半期
前年

同期比 通期 前年比 第２四半期
前年

同期比 通期予想値 前年比

売上高 21,661 103.0 43,468 103.1 20,257 93.5 41,000 94.3

営業利益 1,566 110.3 3,176 109.1 1,502 95.9 3,200 100.7

経常利益 1,501 95.6 3,182 100.7 1,401 93.4 3,100 97.4

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益 
1,023 99.5 1,708 81.5 891 87.1 2,050 120.0

 

②四半期別推移 

（単位：百万円、％） 

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

売上高 10,492 11,169 11,443 10,362 9,361 10,896 － －

営業利益 681 884 817 792 435 1,066 － －

経常利益 730 770 875 805 342 1,059 － －

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益 
508 514 631 53 172 719 － －

 

（２）製品別売上高

①第２四半期連結累計期間

（単位：百万円、％） 

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第２四半期
前年

同期比 通期 前年比 第２四半期
前年

同期比 通期予想値 前年比

制御機器製品 12,313 112.6 24,055 106.6 11,172 90.7 22,300 92.7

制御機器装置及び
ＦＡシステム製品 2,996 96.4 6,191 100.5 3,000 100.1 6,150 99.3 

制御用
周辺機器製品

2,660 102.1 5,341 102.6 2,416 90.8 4,900 91.7 

防爆・防災
関連機器製品

760 100.8 1,652 102.9 870 114.6 1,850 111.9 

その他の製品 2,930 80.7 6,226 94.0 2,798 95.5 5,800 93.1

合計 21,661 103.0 43,468 103.1 20,257 93.5 41,000 94.3 
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②四半期別推移 

（単位：百万円、％） 

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

制御機器製品 6,231 6,081 5,764 5,976 5,419 5,752 － －

制御機器装置及び
ＦＡシステム製品

1,380 1,616 1,550 1,644 1,331 1,669 － －

制御用
周辺機器製品 1,370 1,290 1,326 1,354 1,187 1,228 － －

防爆・防災
関連機器製品

344 415 392 500 386 484 － －

その他の製品 1,165 1,765 2,409 886 1,036 1,761 － －

合計 10,492 11,169 11,443 10,362 9,361 10,896 － －

 

（３）販売地域別売上高 

①第２四半期連結累計期間

（単位：百万円、％） 

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第２四半期
前年

同期比 通期 前年比 第２四半期
前年

同期比 通期予想値 前年比

国内売上高 13,257 100.5 27,579 104.0 13,033 98.3 27,200 98.6

海外売上高                

北米 3,088 114.4 5,872 103.1 2,488 80.6 － －

欧州 982 96.2 1,920 99.0 774 78.8 － －

アジア・
 パシフィック 4,271 105.7 7,977 101.2 3,908 91.5 － －

その他の地域 61 82.4 118 93.0 53 86.2 － －

海外売上高 計 8,404 107.2 15,888 101.6 7,224 86.0 13,800 86.9

合計 21,661 103.0 43,468 103.1 20,257 93.5 41,000 94.3

 

②四半期別推移 

（単位：百万円、％） 

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

国内売上高 6,383 6,873 7,515 6,807 5,764 7,268 － －

海外売上高                

北米 1,534 1,554 1,400 1,382 1,252 1,235 － －

欧州 452 530 471 466 426 347 － －

アジア・
 パシフィック

2,106 2,164 2,025 1,680 1,888 2,019 － －

その他の地域 14 47 30 26 29 23 － －

海外売上高 計 4,108 4,296 3,928 3,555 3,597 3,627 － －

合計 10,492 11,169 11,443 10,362 9,361 10,896 － －
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（４）受注実績 

（単位：百万円、％）

 
平成28年３月期第２四半期 平成29年３月期第２四半期

受注高
前年

同期比 受注残高 前年比 受注高
前年

同期比 受注残高 前年比

日本 18,568 143.7 7,375 187.4 13,006 70.0 6,752 91.5

北米 3,112 116.4 182 113.6 2,456 78.9 195 107.6

欧州 451 104.2 159 107.8 350 77.6 124 78.5

アジア・
パシフィック

3,701 113.6 1,357 115.2 3,316 89.6 1,814 133.7

合計 25,834 133.9 9,074 167.4 19,131 74.1 8,887 97.9

 

（５）キャッシュ・フローの状況

（単位：百万円） 

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

営業活動によるキ
ャッシュ・フロー

1,756 1,023 480 2,430 △854 2,680 － －

投資活動によるキ
ャッシュ・フロー △9 △455 △510 957 △281 △772 － －

財務活動によるキ
ャッシュ・フロー △1,400 △70 △560 △580 △534 △83 － －

現金及び現金同等
物期末残高 

8,445 8,746 8,157 10,742 8,677 10,410 － －

 

（６）設備投資額

（単位：百万円、％）

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第２四半期 前年
同期比

通期 前年比 第２四半期 前年
同期比

通期予想値 前年比

連結 598 76.4 1,500 85.2 947 158.2 2,100 139.9

 

（７）減価償却費 

（単位：百万円、％）

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第２四半期
前年

同期比 通期 前年比 第２四半期
前年

同期比 通期予想値 前年比

連結 740 94.0 1,519 90.6 537 72.6 1,400 92.1

 

（８）研究開発費

（単位：百万円、％）

 
平成28年３月期 平成29年３月期

第２四半期 売上比 通期 売上比 第２四半期 売上比 通期予想値 売上比

連結 1,181 5.5 2,328 5.4 1,064 5.3 2,400 5.9
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